












 　貸主が過払金を返還しないで新たな貸付けをした場合について，2007 年 2 月 13 日以降の一連の
最高裁判決は，「過払金充当合意が存在しなければ，貸主は新たな貸付額の全部を元本として返還




問題になってくると考えられる。その際には，1964 年 11 月 18 日の判例理論を継承・発展させる
べきである。 
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 1．はじめに 
 　本稿では，「過払金の充当問題」に関する最小判平成 19 年 2 月 13 日民集 61 巻 1 号 182 頁以降の，
一連の最高裁判決の再整理を試みる。ただしその前に，充当の意味および「制限超過利息の元本充
当問題」に関する最大判昭和 39 年 11 月 18 日民集 18 巻 9 号 1868 頁の判例理論および最小判平成
15 年 7 月 18 日民集 57 巻 7 号 895 頁を検討する。 
 2．弁済による充当（民法） 
 （1）債務消滅の根拠 
 　弁済による債務の消滅は，弁済意思の効果ではない (1) 。債務消滅の根拠は債権の目的が達せられ
た事実にあり，その段階での能力や真意を問題として法律関係の処理を妨げたり覆したりすること
は相当でない。意思に関わる本人保護の要請は，債務の発生原因について実現すれば足りる (2) 。 
〈原著論文〉
政治政策学研究科 論文受理日 2016 年 11 月 20 日
― 42 ―
聖学院大学論叢　第 29 巻　第 2号　2017 年
 （2）対象債務を限定する根拠 
 　弁済意思は不要であるから，債務者の意思表示がなくても，給付が「ある債権についてなされた













が「充当」の問題である (4) 。 




る (6) 。 






















便宜的に数個の債務を「債務 a」「債務 b」……とすれば，①債務 aの遅延損害金→元本，債
務 aの完済後に②債務 bの遅延損害金→元本，……という順序で充当した。 



























 ●最大判昭和 39 年 11 月 18 日民集 18 巻 9 号 1868 頁 
 【事案】　4口の貸金債権のうち，3口（元本合計 65 万円）は年利 36％，1 口（元本 5万円）








②強行法規である同法 1条 1 項により超過利息の債務は存在しないから，弁済の効力も生じ
ない。無効部分に対する債務者の指定は無意味であり指定がないのと同一であるから，元本










 　②は，その理論構成である。超過部分につき利息契約は無効（1条 1 項）だから，「利息の弁済
であって，元本の弁済ではない」という指定は無効となる。ゆえに弁済の効力は，利息債務と元本
債務について生じうる。その消滅の順序は，まず制限利息の全部，次に元本の一部，となる。こう
して残債務の額が確定される。それは，民法 491 条（および前掲最判昭和 46 年 3 月 30 日）の効果
として説明できる。 
 　③は，利息制限法 1条 1項の論理的帰結として，かつ 2条の論理的前提として，後払いの場合に







し合う関係を構成している (11) 。 
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を元本に充当してもなお過払金が存する場合，この過払金は，当事者間に充当に関する特約















 　最判平成15年 7月 18日は，結論的には最判昭和39年 11月 18日と同様に法定充当を認めたから，
実害はなかった。ただ，別口債務への充当の法律効果が発生するためには「指定」が必要であるか
のごとき誤解を招いた憾みがある。 
 　最判昭和 39 年 11 月 18 日と最判平成 15 年 7 月 18 日は，利息制限法により指定が無効となる給
付がなされた場合は，その時点で現存する債務に法律上当然に充当される，とした。平成 15 年 7
月 18 日の事案でも弁済の効果は即時に生ずるから，過払金債権が発生する瞬間はない。 
過払金の充当問題
― 47 ―











 （2）最判平成 19 年 2月 13 日およびそれに対する批判 
 　いわゆる「過払金の充当問題」は，次に挙げる最高裁判決から始まる。 
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 　判旨は，①当事者間で将来発生する債務への弁済充当を認める「合意」が存在するか，または，
②給付の時点で第 2の貸付けを想定のうえ「指定」したか，いずれかの場合でなければ，第 1貸付
けに係る債務の弁済と第 2の貸付けとの「前後を問わず」，第 1貸付け過払金は第 2の貸付けに係
る債務に充当されない，とした。 
 　しかし，第 1貸付けに係る債務の弁済が第 2の貸付けの（b）「後に」なされた場合は給付と債
務が同時に存在する場面での「制限超過利息の元本充当」の問題であって，法定充当が可能である。
この場合についてまで「第 2の貸付けに係る債務に充当されない」とする判旨部分は，前掲最大判


















という位置づけになる。だが法律関係は簡明であるのが望ましい (13) 。 






























本返還約束の効力が制限されると解するのが相当である (16) 。 
 　こうして，「過払金の元本充当」の必要性が基礎づけられた。 
 ③　以上により，②の強行法規の目的論的解釈と①の任意法規の論理解釈とが，相互に補充し合う
関係となった。前掲最判昭和 39 年 11 月 18 日と同じ構図である。そして強行法規の趣旨の実現
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現に存在する。しかし，前掲最判平成 19 年 6 月 7 日では射程が及ばない。そこで次の最高裁判決
が現われた。 

















しかし，前掲最判平成 19 年 6 月 7 日や前掲最判平成 19 年 7 月 19 日の理論では「分断」計算になっ
てしまう。そこで現れたのが，次の裁判例である。 
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する旨の合意が存在するなど特段の事情がない限り，第 1の基本契約に基づく取引に係る過
払金は，第 2の基本契約に基づく取引に係る債務には充当されない。 
 （b）第 1 の基本契約に基づく取引と第 2の基本契約に基づく取引とが「事実上 1個の連続し
た貸付取引」であると評価できる場合には，過払金充当合意が存在するものと推認される。 
 （c）「事実上 1個の連続した貸付取引」に該当するか否かは，以下の「6要素」を考慮して判




















取引であると認めることはできない。各基本契約の空白期間が約 1年 6 か月，約 2年 2 か月











 　平成 19 年 2 月 13 日以降の一連の最高裁判決は，一巡して自己の基盤を自ら破壊しているように
さえ見える。確かに，みなし弁済制度という固有の歴史的背景をもつ過払事案はなくなっていくが，
強行法規と不当利得の関係という構図の問題は今後も生じうる。そこで，強行法規の趣旨の実現と
































当ほか』民商法雑誌 129 巻 6 号 pp. 853 ― 873 のうち p. 871 を参照。 





⑺　 解釈上当然であり，民法（債権関係）改正法案で明文化された（第 490 条）。 










 ⑽　宮田信夫『最高裁判所判例解説民事篇昭和 39 年度』pp. 429 ― 433 のうち p. 432 は，本判決の骨子
は①②にあり，「その他の判示部分は……立法趣旨の解釈と反対意見の不均衡論に対する反ばくで
ある」とする。しかし，③④の部分は単なる補足説明ではない。本判決が判例変更の対象とした最





















 ⒀　滝澤孝臣『取引法判例研究 253』NBL797 号 pp. 62 ― 67 のうち p. 66 は，包括的な相殺予約という
理論構成を示唆する。中村也寸志『最高裁判所判例解説民事篇平成 15 年度（下）』pp. 448 ― 477 の
うち p. 474（注 10）は滝澤論文を引用しつつ「そのような合意の成立を認めるのが困難」と批評し
ている。だが，相殺予約の存在は過払金債権の確定的発生と完全に両立するから，充当合意よりも
理論上の困難は少ない。事実認定上の困難を言っているのなら，平成 19 年 2 月 13 日以降の一連の
最高裁判決にいう過払金充当合意も，すべて「困難」として一蹴すべきであろう。 
 ⒁　借主が過払金債権を行使しても，貸主は，貸金に対する制限利息（年利 15 ～ 20％）と，過払金
に対する法定利息（年 5％）との差額を取得しうるから，不公平は解消されない。鎌野邦樹『手形
による継続的貸付と元本充当および保証料等と利息制限法 3条のみなし利息』判例評論 545 号 pp. 
190 ― 196 のうち p. 195 を参照。 





⒃ 　利息制限法 1条は，利息契約の一部無効を規定する。同法 2条は，元本返還合意の一部無効を規
定する。両者は，制限利息の計算における「実質主義」の趣旨を保障する機能を場面に応じて分担
している。制限利息の計算における実質主義については拙稿『期限前弁済および金銭交付前の解除
における損害賠償』聖学院大学論叢 29 巻 1 号 pp. 105 ― 122，特に p. 113 以下を参照。また，前掲・
茆原正道・茆原洋子『利息制限法潜脱克服の実務（第 2版）』pp. 20, 32 ― 38, 102 ― 108 を参照。 
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 The Issue of Allocation of “Overpayment” in Loans 
 Yuji KIMURA 
 Abstract 
 　 On February 13, 2007 and subsequent dates, the Japanese Supreme Court decreed that, in 
cases where a lender lends money at a high interest rate (“excess interest”) without reimburs-
ing the borrower for money that the borrower claims is an “overpayment,” “Unless there was a 
prior agreement between the lender and the borrower that money recognized by both parties 
as an ‘overpayment’ would be reimbursed, the lender may demand total reimbursement of the 
principal”.  Therefore, this 2007 Supreme Court decree supersedes a ruling by the Supreme 
Court made on November 18, 1964, that, when there has been more than one loan made to a bor-
rower, “the lender may only demand that the borrower pay back the principal, not anything 
recognized as an ‘overpayment.’” 
 　 Thus, it seems likely that litigation by borrowers for reimbursement of overpayment against 
moneylenders will gradually wane.  However, in the future, the problem of appropriate amounts 
of reimbursement―that is, how much the principal is and how much more money besides the 
principal should be paid back by the debtor (including debts paid back to financial institutions), 
will become increasingly complex and might lead again to litigation.  If this happens, the Su-
preme Court will have to expand on and further develop the judgment the Supreme Court made 
on November 18, 1964. 
 Key words: overpayment, allocation, Interest Rate Restriction Act, excess interest, Supreme Court 
